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関係法令（抜粋） 

 

〇都市計画法 

（地域地区） 

第八条 都市計画区域については、都市計画に、次に掲げる地域、地区又は街区を定め

ることができる。 

一 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、

第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、田園

住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域又は工業専用地域（以

下「用途地域」と総称する。） 

二～十六 省略 

２～４ 省略 

第九条 第一種低層住居専用地域は、低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため

定める地域とする。 

２ 第二種低層住居専用地域は、主として低層住宅に係る良好な住居の環境を保護する

ため定める地域とする。 

３ 第一種中高層住居専用地域は、中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため

定める地域とする。 

４ 第二種中高層住居専用地域は、主として中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護

するため定める地域とする。 

５ 第一種住居地域は、住居の環境を保護するため定める地域とする。 

６ 第二種住居地域は、主として住居の環境を保護するため定める地域とする。 

７ 準住居地域は、道路の沿道としての地域の特性にふさわしい業務の利便の増進を図

りつつ、これと調和した住居の環境を保護するため定める地域とする。 

８ 田園住居地域は、農業の利便の増進を図りつつ、これと調和した低層住宅に係る良

好な住居の環境を保護するため定める地域とする。 

９ 近隣商業地域は、近隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行うことを主たる内

容とする商業その他の業務の利便を増進するため定める地域とする。 

10 商業地域は、主として商業その他の業務の利便を増進するため定める地域とする。 

11 準工業地域は、主として環境の悪化をもたらすおそれのない工業の利便を増進する

ため定める地域とする。 

12 工業地域は、主として工業の利便を増進するため定める地域とする。 

13 工業専用地域は、工業の利便を増進するため定める地域とする。 

14～23 省略 
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〇建築士法 

（定義） 

第二条 この法律で「建築士」とは、一級建築士、二級建築士及び木造建築士をいう。 

２ この法律で「一級建築士」とは、国土交通大臣の免許を受け、一級建築士の名称を

用いて、建築物に関し、設計、工事監理その他の業務を行う者をいう。 

３ この法律で「二級建築士」とは、都道府県知事の免許を受け、二級建築士の名称を

用いて、建築物に関し、設計、工事監理その他の業務を行う者をいう。 

４～10 省略 

 

〇鉄道事業法 

（定義） 

第二条 この法律において「鉄道事業」とは、第一種鉄道事業、第二種鉄道事業及び第

三種鉄道事業をいう。 

２ この法律において「第一種鉄道事業」とは、他人の需要に応じ、鉄道（軌道法（大

正十年法律第七十六号）による軌道及び同法が準用される軌道に準ずべきものを除く。

以下同じ。）による旅客又は貨物の運送を行う事業であつて、第二種鉄道事業以外の

ものをいう。 

３ この法律において「第二種鉄道事業」とは、他人の需要に応じ、自らが敷設する鉄

道線路（他人が敷設した鉄道線路であつて譲渡を受けたものを含む。）以外の鉄道線

路を使用して鉄道による旅客又は貨物の運送を行う事業をいう。 

４ この法律において「第三種鉄道事業」とは、鉄道線路を第一種鉄道事業を経営する

者に譲渡する目的をもつて敷設する事業及び鉄道線路を敷設して当該鉄道線路を第

二種鉄道事業を経営する者に専ら使用させる事業をいう。 

５ この法律において「索道事業」とは、他人の需要に応じ、索道による旅客又は貨物

の運送を行う事業をいう。 

６ 省略 

 

〇軌道法 

第一条 本法ハ一般交通ノ用ニ供スル為敷設スル軌道ニ之ヲ適用ス 

② 一般交通ノ用ニ供セサル軌道ニ関スル規定ハ国土交通省令ヲ以テ之ヲ定ム 

第二条 軌道ハ特別ノ事由アル場合ヲ除クノ外之ヲ道路ニ敷設スヘシ 

第三条 軌道ヲ敷設シテ運輸事業ヲ経営セムトスル者ハ国土交通大臣ノ特許ヲ受クヘシ 
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〇学校教育法 

第一条 この法律で、学校とは、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、

中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校とする。 

第百二十四条 第一条に掲げるもの以外の教育施設で、職業若しくは実際生活に必要な

能力を育成し、又は教養の向上を図ることを目的として次の各号に該当する組織的な

教育を行うもの（当該教育を行うにつき他の法律に特別の規定があるもの及び我が国

に居住する外国人を専ら対象とするものを除く。）は、専修学校とする。 

一 修業年限が一年以上であること。 

二 授業時数が文部科学大臣の定める授業時数以上であること。 

三 教育を受ける者が常時四十人以上であること。 

第百三十四条 第一条に掲げるもの以外のもので、学校教育に類する教育を行うもの

（当該教育を行うにつき他の法律に特別の規定があるもの及び第百二十四条に規

定する専修学校の教育を行うものを除く。）は、各種学校とする。 

２～３ 省略 

 

〇私立学校法 

（定義） 

第二条 この法律において「学校」とは、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）

第一条に規定する学校及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第二条第七項に規定する幼保連携型認

定こども園（以下「幼保連携型認定こども園」という。）をいう。 

２～３ 省略 

 

〇病院法 

第一条の五 この法律において、「病院」とは、医師又は歯科医師が、公衆又は特定多

数人のため医業又は歯科医業を行う場所であつて、二十人以上の患者を入院させるた

めの施設を有するものをいう。病院は、傷病者が、科学的でかつ適正な診療を受ける

ことができる便宜を与えることを主たる目的として組織され、かつ、運営されるもの

でなければならない。 

２ 省略 
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〇自動車登録規則 

（自動車登録番号） 

第十三条 自動車登録番号は、次に掲げる文字をその順序により組み合わせて定めるも

のとする。 

一 省略 

二 自動車の種別及び用途による分類番号を表示する二字以下のアラビア数字又は

最初の字がアラビア数字であつて、その他の字がアラビア数字若しくはローマ字若

しくはこれらの組合せである三字（別表第二） 

三～四 省略 

２ 省略 

 

別表第二（第十三条関係） 

自動車の範囲 分類番号 

１～５省略 省略 

６ 散水自動車、広告宣伝用自動車、霊き

ゆう自動車その他特種の用途に供する普

通自動車及び小型自動車 

８、８０から８９まで、８００から８９９

まで、８０Ａから８９Ｚまで、８Ａ０から

８Ｚ９まで及び８ＡＡから８ＺＺまで 

７～８ 省略 省略 

 

〇道路運送法 

（種類） 

第三条 旅客自動車運送事業の種類は、次に掲げるものとする。 

一 一般旅客自動車運送事業（特定旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業） 

イ 一般乗合旅客自動車運送事業（乗合旅客を運送する一般旅客自動車運送事業） 

ロ～ハ 省略 

二 省略 

 

〇道路運送施行規則 

（一般乗合旅客自動車運送事業の運行の態様） 

第三条の三 法第五条第一項第三号の国土交通省令で定める運行の態様は、次のとおり

とする。 

一 路線定期運行 

二～三 省略 

 

 

 


